市町村合併の先に何があるのかⅢ　03.10.22 浅江季光
03年09月27～28日の２日間、東京から中央高速道路を車で約４時間走って、岐阜との県境にある長野県阿智村で「第２回小さくても輝く自治体フォーラム」が開かれた。
今年の２月、雪深い長野県栄村で開かれた第１回大会は、どちらかというとお祭り的なところがあったが、今回は、研究成果の発表などがあり、実り多いものがあった。
数多くの市町村を見て周り、市町村合併の先に何があるのか疑問を持っていたが、やっと先が見えてきた。今回始めて行政リストラという言葉が使われた。リストラ(環境の変化に応じて業務内容を再構築すること)の基本は行政も企業も同じである。行政評価ブームも一段落して、行政も民間企業並みに、地道な努力を始めたところが出てきたようである。それも自然な成り行きと思われる。
行政リストラの方向

今回のフォーラムで見えてきたものは、次のようなものである。

①地方交付税が２～３割カットされる。…このままでは財政的に成り立たない。

②官と民がやるべきことを区別する。…意識改革と発想の転換が必要。

③職員の賃金カットと定数削減は避けて通れない。…団塊世代がリタイアする10年後には半分でないと経営的に成り立たない。

④担当業務の見直し。…組織の簡素化。ムダを省きチームでやる。
⑤貧乏な自治体が数合わせで合併しても成果はない。…それぞれが自立する努力をする。
成功への条件

①首長に強力なリーダーシップがあること。
②明確な将来ビジョンを持っていること。

③最後までやり抜く強い意志があること。

④住民との意思疎通をはかる努力をしていること。
上記の方向と条件は、志木市の動向と相通ずるところがある。以下に、フォーラムで私の関心を引いたものを紹介する(順不同)。聞き取りであるために、用語、数値に不正確なところがあるかも知れない。
●小規模自治体と自立のためのシナリオ　初村尤而
(実態から方向をさぐる)
	泰阜村

やすおかむら
	・自立自治体を目指して

①役場機構・事務体制の見直し

・民間でできるものは民間で。

・年功序列賃金に合わない職務の嘱託化。

・村民でできるものは村民へ。

②特別職、委員、職員の報酬給与の削減。
③117項目　１億6,600万円削減を目標とした事務補助金の見直し。

	下条村

しもじょうむら
	・住民の体温が分かるのは5,000人以下。(村長)
・財政の健全化…行政には愛が必要だか、財源がなければできない。

・合併よりも自己改革に努力する。…スリム化して強い体質の組織を目指す。

①職員の意識改革…全職員を民間で１週間の研修を実施した。
②民間の活力を徹底して活用する…特養老人ホームの民営化。給食センターの嘱託化。

③民と官の守備範囲の明確化

	矢祭町

やまつりまち
	・長年の努力でインフラ整備は整った。ハードからソフトへ運営を切り換える。
・周辺の町村に比べて高いサービスを維持する。


(共通するもの)
①自立するという固い決意がある
・自立から出発する計画をもっている。

・財政的にやっていけるかの見極めでなく、やって行くという決意がある。

②住民が安心、安定して生活できる町づくり

・将来像…行政が果たすべき役割という視点を持っている。

③行政役割と住民との協働

・人件費をどう減らすかを考えている。

・事務事業の実施について地域住民・組織とどのように協力してもらうかを考えている。
(問題提起)
・安上がりの行政、行政リストラをどう考えるか。

・厳しい財政の中で住民の暮らしをどうするか。

・潜在的力を住民と一緒になってどう活用するか。

●泰阜村自律への道　村長　松島貞治
・過疎の山村は、路線バスなどのあらゆる公共サービスが消えた。社会主義的なことを行政がやらないと、過疎の山村の弱者は救えない。

・民間に出来るものは民間へというのは、キャッチフレーズで必ずしも民間にできるとは限らない。民間委託したような形で行政がやることを考えたい。

・一般財源１億6,600万円の削減は、やっぱり人件費が中心にならざるを得ない。これ以上、地方交付税が減ったら、職員の給与の20%カットをやろうと思っている。
・民間的な公務員になってもらう。給与が多くならない人に働いてもらう。

・特養老人ホームを民営化する。働いている人は村で採用した村の職員であるが、来年3/31で一旦やめてもらって、民間並みの給与体系で働いてもらう。所長は係長を派遣しているが、私もやめますという有難い申し出(?)があった。
・保育所を２ヶ所もっているが、運営費に約8,000万円かかっている。保育料と補助金の収入があるので、約5,000万円の持ち出しになっている。社会福祉法人に委託しようと考えている。園長の給与に、国から福祉職の級号27万円で補助金が出ているが、実際には、組合の渡り階段の後遺症で40万円になっている。これも一旦やめてもらって民間的な職員になってもらう。

●「合併しない宣言」矢祭町　町長　根本良一

・国に逆らう度胸はない。笹舟のような自治体である。強制でなければ、やり方いろいろある。
・公的借金700兆円のかすかな部分を、10年前から先取りして公共投資した。現在は住民にいくら聞いてもインフラ整備の要望は出てこない。下水道以外の整備は殆ど終わった。小中学6校は全部新品。
・役場は40年来建て替えていない。木造で雨漏りがする。新潟のある首長が見学にみえて、後で「貧しい庁舎の建て替えに使って下さい」と現金書留で5万両送って頂いた。皆と相談して町づくりの基金に使うことした。
・「改革なくして成長なし」日本の国をどうするかということを、４人(自民党総裁候補)の方は一言も言っていない。地方自治体や国の形をどうするのか何もない。

・地方交付税が減るのは当たり前、無いものは無い。２割削減は当然出てくる積算。そうならそうでどうするか覚悟をしている。
・一番問題点は人件費、安くするのか、数を減らすか、どちらを選ぶか。

・職員の数は、定数条例で109名いた。現在は83名、9年後には団塊世代がごそっとやめて行くいい時代がくる。48名になる。
・町議18名。合併反対を町議会で議決した。島根大学の先生が「身の丈に合った判断をするのかよ」官僚が「矢祭町の町議は保身のために判断した」と批判した。来年３月には町議は10名にする。

・矢祭町は、住民150人で職員１人。将来は職員50人体制でやれる組織を作る。これが今回の矢祭町の行政改革、機構改革。
・地方交付税が減るからやるのではない。町民が肩身の狭い町であってはならない。節約することは全部やった。福島県では上位にきている。

・今の矢祭町の行政水準は、福島県でも一番安い行政サービスを提供している。介護保険料1,760円。水道料金10トン当たり1,160円。公営住宅は20年間値上げしていない。医療費は福島県内では一番安い。
・職員は、超過勤務手当はとらない。20名の係長から係長職返上の申し出があった。職制でハンコが沢山あると仕事が進まない。1秒で済むところが10分かかる。課長補佐という制度はない。三春町を参考にグループ制でやっている。

・地方自治法で、首長も助役も収入役も議会も無くてよいという法律が出来ればよい。合併しなくても、財政の運用が完璧な自治体になることである。
●各地の自立構想

	阿智村

村長　岡庭一雄
	・住民の意識を高める…村の将来を学習することを推進。職員も入って勉強会をやっている。
・広域連合を活用し自立をはかる。
・県に長野県西部出張所を設けて、人だけでなく金を持ってきて地域振興、市町村の仕事を補助してほしいと要望している。

	栄　村

村長　高橋彦芳
	・合併問題について村民の意見を聞いたら、80%が自分達で村を作るということである。
・平成20年を目標に、新しい時代の栄村という新しい家をたてる。その前提は

政治、経済の動向を考慮する。

目標は５年後に置く。

財政規模を30%カットし5年後に20億円とする。

段階補正は１万人どまりを想定する。

・一般職員のリストはしない。給与を調整する。賃金３割カットか時間３割カット(タイムシェアリング)。その分農業をやる。

・組織の見直し…6課1室1委員会を3課1委員会にする。

住民からみると皆同じようなことをやっている。

機能同一性の視点からチームでやる。１人親方は作らない。

・集落機能の見直し…自治組織と役場のタイアップ。

・農業の生産性向上…職員で商品開発チームを発足。


●「三位一体の改革」「段階補正の見直し」のシミュレーション　平岡和久(高知大学)

(改革の方向)

・ 地方税の弱いところを補っているのが「国庫補助負担金」「地方交付税」である。これをどのように変えるか、小泉内閣の「2003骨太方針」が決定された。

・ 国庫補助負担金を概ね４兆円廃止、減縮する。

・ 地方交付税の段位補正の見直しをさらに進める。1998年から1,000～5,000万円減額されてきた。

・ 減額される代わりに基幹税(所得税、法人税、消費税)を基本に税源委譲を行う。補助金４兆円削減の８割程度。

(シミュレーションの方法)

・ どの補助金を削るか。圧倒的に多いもの。

義務教育費国庫負担金…全額廃止。

2001年度3億1,100万円。現在でも2兆7,000億円。

児童保護費負担金…全額廃止。

普通建設事業費支出金…１割削減。

これを合わせると約４兆円になる。

・ 税源委譲は基幹税の充実をはかる。税は偏りがあってはならない。

・ 法人税は東京一極に集中し、東京以外は疲弊する。

・ 消費税は現在のところ財務省は否定している。

・ 残るのは所得税が中心になる。「片山プラン」10%比例税率化案。3～3.1兆円。

・ 所得税の10%を住民税の所得割りに委譲する。４兆円削減の８割が所得割税で委譲できる。

・ 都道府県と市町村への税率配分　4.5：5.5。

・ 基準財政収入額→税源委譲額×0.75＋現行基準財政収入。

・ 基準財政需要額→補助金削減額の８割×0.75でやりなさい。

・ 地方債→公共投資の減少にともなって減る。

・ 人口一万人で段階補正の割増は打ち切ると想定。

(結果と評価)

・ 都道府県では歳入が増えるのは東京だけ。大阪、兵庫なども大幅に減る。

・ 税源委譲は都市部で多くなるが、農村部でも人口比で相対的に大きくなる傾向がある。

・ 国庫補助負担金の減額は都市部ほど大きくなる。

・普通交付税は、農村部小規模自治体では大部分は減少する。都市部は減額が少ない。増加するところもある。

・地方交付税は農村部を支えるために使われてきたが、財源保障機能が都市部へより働くようになり、地方交付税の性格を大きく変える。

・段階補正によって、3,000～5,000人規模の自治体の地方交付税削減が最も大きくなる。全体として交付税が減るかというと金額的にはたいしたことはない。財政再建にはならない。

・金額的には、3,000～6,000人規模の自治体では、１億円以上の地方交付税削減になり、歳入減をはるかに上回る財政難を引き起こすことになる。

●自立のための地域経済をつくる　京都大学　岡田知弘
・１万人未満の自治体は強制的に自治権を剥奪するという西尾案は、背景に、小規模自治体は経済的に不効率、無能力であるという考えがあるのではないか。検証する。
・1990年～2000年の10年間に人口構造が大きく流動した。総数で－1.8%、製造業－16.5%、サービス業＋24.3%、農業－27.2%、林業－37.5%、漁業－30.7%である。この人口減では農山間地域の経済は支えらけれない。

・人口減は市で47%、町村で73%。市町村合併で問題は解決しない。
・98年参議院選挙で自民党は大敗し、「都市再生」に力点を置いてきた。97～01年、地方交付税は地方をカットし、人口10万人以上の都市に多く配分してきた。

・企業は85年から生産を海外にシフトし、その収益は東京へ70%、愛知、大阪を含めて90%は都市へ戻っている。更に都市部へ金が流れ込んでいる。
・年金経済が地域経済にとってははるかに重要である。栄村の年金経済は約10億円、財政が約30億円、小売経済が約12億円。年寄りは地域で購買する。

・箱物などの大型公共投資は一時的で次の発展につながらない。

・地域内経済循環、再投資を考える。
以上
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